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岡山県総合流通センター用途･入居基準(流通業務地区内の規制)
【入居基準】
	団地区分
	一 般 条 件
	個   別   条   件

	卸売業団地
	①流通センター内で、みずから流通業務施設を経営する者

②流通センター用地の買受対価、流通業務施設の建設対価の支払能力のある者

③流通業務施設の経営に必要な資力、信用のある者
	①卸売業を形成するために必要な施設及び営業所を設ける者。ただし、生鮮食料品の卸売業は除く

②製造と卸売の両部門を経営する者で、製品の卸売を行うために必要な施設及び営業所を設ける者

③小売業者で組織された事業協同組合が行う共同仕入、共同配送等に必要な施設及び事務所を設ける者

④広域的な商品配送等の営業活動を行うために必要な施設を設ける者

	倉庫業団地
	
	倉庫業法に定める1類倉庫、2類倉庫、3類倉庫、冷蔵倉庫を設ける者（野積倉庫を含む）

	運輸業団地
	
	①道路運送法に定める貨物の道路運送事業を経営するために必要な施設及び営業所を設ける者

②自動車ターミナル法に定めるトラックターミナル事業を経営するために必要な施設を設ける者

③コンテナデボを設ける者

	各団地共通
	（事業協同組合等）

卸売業、倉庫業、運輸業の各団地へ入居する者で組織され、各団地へ入居する者に流通業務施設の賃貸又は譲渡する事業を行う事業協同組合又は事業協同組合連合会


【岡山県の運用による緩和】
運営協議会及び卸・運輸・倉庫の三組合からの流市法等の規制緩和要望（平成11年1月）に対応し、岡山県の運用（平成12年4月）による以下の規制緩和を実施。
卸・運輸・倉庫の複合的利用については、従来の産業分類に従いつつ、現在の都市計画法に
　基づく土地利用区分も維持するが、流市法に基づく3業種であれば兼業を認める。兼業の基準
　は設けていないが、転業（例えば卸売業をやめて倉庫業あるいは運輸業）は認めない。

【土地利用】
○区域区分　： 市街化区域　　　　

○用途地域　： 準工業地域

○その他地区： 流通業務地区（約159.2ha）（岡山市：約88.0ha、早島町：約71.2ha）

○都市施設　： 流通業務団地（159ha）（トラックターミナル等：7ha、倉庫：8ha、卸売：49ha、
公共公益施設：95ha）

【建築制限】
●建ぺい率 ： ６０％　　●容積率 ： ２００％　　　●壁面後退 ： 道路より５ｍ
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